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　政府は2014年4月からの「消費税率8％」を決定し、
15年10月には10％にまで引き上げようとしています。１
人あたり年11万円以上もの負担増です(図1)。これでは、
国民のくらしが成り立たなくなります。消費はさらに落ち
込み、地域経済は大打撃をうけ、デフレを悪化させます。
　消費税増税を中止し、内需拡大をはかり、社会保障を拡
充することが、今求められている最善の景気対策です。

　消費税増税は、「社会保障財源のため」と言われています
が、本当にそうなのでしょうか。1989年の消費税導入時も、
1997年の5％に引き上げられた時も、社会保障財源と宣伝さ
れました。しかし、実際には消費税収入は法人税減税に消え
てしまいました（図2）。
　年金給付が昨年10月から引き下げられ、生活保護制度の改
悪も決定されました。14年4月には高齢者医療費の自己負担
引き上げ、15年には介護サービス自己負担増と、社会保障の
切り捨ては、次々に実施・予定されています。

〝消費税増税〟は大企業減税のため

　「各人の能力に応じて平等に負担」が税の原則。法人税率
や、所得税・住民税、相続税・贈与税の最高税率の引き下
げ、大企業や富裕層には税負担を軽減する一方、低所得者層
を直撃する消費税率を上げることは、憲法違反です。消費税
増税をやめ、富裕層優遇税制をやめ、法人税を本来の税率に
戻すことが求められています。

減税でため込んだ大企業に負担を

消費税増税でこれだけ増える負担(図1)

法人3税の減税に消えた消費税(図2)
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資料：財務省及び総務省資料より労働総研作成
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（注）1.増税による負担増は、現状（消費税率5％）との比較
　　　2.消費支出総額から非課税品目を控除し、税率を乗じて試算
　　　3.高齢無職世帯は世帯人員が2人以上、世帯主60歳以上で無職の世帯。
（資料）総務省「家計調査」（平成24年）よりみずほ総合研究所作成


